
都 道 府 コード番号 　　 市 町 村 類 型 Ⅲ－１

ふりがな 種地

県　　名 市町村名 Ｉ－5

人口集中

地区人口

国  Ｈ22年 149,487 人 k㎡ 人 91,253人  区　分 第１次 第２次 第３次

 Ｈ17年 152,387 人 90,860人 就 22年

調  増加率 △1.9 ％ 656.32 227.8 92,729人 業 国調

住基  H24.3.31 150,187 人 人 17年

台帳  H23.3.31 151,090 人 (H23.10.1) 口 国調

　 区　　　　分 平成22年度 平成23年度 指 数 等 　指定団体等の指定状況

1 歳入総額  A 71,170,500 68,801,881  基準財政需要額 24,850,225 

2 歳出総額  B 68,516,604 66,066,232  基準財政収入額 20,150,569 

3 歳入歳出差引額(A-B)  C 2,653,896 2,735,649  標準税収入額等 26,097,203 　一部事務組合加入状況

4 翌年度繰越財源  D 400,441 789,796  標準財政規模 36,605,072 

5 実質収支      (C-D)  E 2,253,455 1,945,853 0.839(0.811)

6 単年度収支  F 605,456 △307,602  実質収支比率 5.3%  

7 積立金  G 1,447,065 2,084,810  公債費負担比率 14.4% 

8 繰上償還金  H 64 2,017  積立金現在高 9,148,176 実質赤字比率 -

9 積立金取崩し額  I 136,370 1,020,140  地方債現在高 74,544,076 
連 結 実 質
赤 字 比 率

-

10 実質単年度収支  J  収益事業収入額 0 
実 質 公 債
費 比 率

10.0

 (F+G+H-I) 1,916,215 759,085  債務負担行為額 17,902,753 将来負担比率 94.8

法 普通会計か

　　事　業　名 適 らの繰入金 職員数 　　特　　別　　職　　等

 水道事業 有 343,719 218,228 70 人 改定実施 平均給料(報

公  病院事業 有 △27,167 418,568 3 人 職    区分　（定数） 年 月 日 酬)月額(百円)

営  介護老人保健事業 有 △6,536 44,231 1 人 員  市長    　　　(１人) 19.4.1 9,700 

事  徳山モーターボート競走事業 有 940,058 21 人 の  副市長　 　　(１人) 〃 7,900 

業  地方卸売市場事業 無 276,488 4 人 状  教育長　 　　(１人) 〃 6,900 

の  国民宿舎 無 △872 218 況  議会議長　　(１人) 15.4.21 5,450 

状  下水道事業 有 57,290 2,423,265 45 人 〃 4,750 

況  農業集落排水事業 有 190,891 2 人 16.4.1 4,450 

 漁業集落排水事業 有 7,333 

 駐車場事業 無 13,553 　　一　 般 　職 　員 　等

無 40,489 1,159,392 28 人 1人あたり平均

無 0 24,341 4 人 給料月額（百円）

 後期高齢者医療事業 無 0 367,759 6 人 1,156 人 3,378 

無 176,013 1,404,603 16 人 　 うち消防職員 198 人 3,063 

無 1,305    うち技能労務職員 36 人 3,199 

 簡易水道事業 無 15,225 27,923 10 人  教育公務員 37 人 3,685 

 交通災害共済 無 0 0  臨時職員 1 人 2,797 

 宅地造成事業（決算統計区分） 無 　 31,292  合  計 1,194 人 3,387 

 財政調整基金 3,421,158 　物件等購入 4,899,998 土地開発基金

   積立金  減債基金 942,189 　保証・補償  現　在　高 0 

   現在高  特定目的基金 　その他 13,002,755 特定資金公共

 (11基金設置) 4,784,829 　実質的なもの 事業債現在高 0

注） ・基準財政需要額及び基準財政収入額は、錯誤前の額である。

・公営事業の状況は、一部事務組合、広域連合及び企業団に係るものを除く。

・職員数は地方公務員給与実態調査(H24.4.1現在)による。

 

    職員数
 
　 区分

　財政力指数(単年)
　※一本算定数値

債務負担

行為額・

支出予定

 介護保険事業(介護サービス事業勘定)

 一般職員

 国民健康保険事業（直診勘定）

収支額
（純損益又は
実質収支）

 国民健康保険事業（事業勘定）

 介護保険事業（保険事業勘定）

42,857人 

3,522人 22,649人 46,280人 

21,019人 

 災害基金 ・ 自治会館管理

 老人福祉施設・生活保護施設

 ごみ処理 ・ し尿処理

 火葬場 ・ と畜場 ・ 常備消防

 後期高齢者医療 ・ 交通災害

2,335人 

平成23年度

決算状況

　　人　　　口 面　積 人口密度

 議会副議長  (１人)

 議会議員    (32人)

352152

山 口 県

周　南　市

しゅうなんし

　　産　　業　　構　　造

  地方拠点都市地域
　過疎 ・ 辺地 ・ 山振
　離島 ・ 農振

23年度交付税

種　地　区　分

区　　　分

H17

H12

H22

　　　市　町　村　名 　　　　　周　　南　　市 類　型 ＊＊単位を指定したもの以外は、千円で表示＊＊

歳 入  性　　　質　　　別　　　歳　　　出

　 　　区　　　　分 決 算 額 構成比(％) 経常一般財源 構成比(％) 経 常 一

 地方税 26,408,157 38.4 25,237,401 71.4 　区　　　　分 決 算 額 構成比(％) 税　　等 般 財 源

 地方譲与税 632,066 0.9 632,066 1.8  人　件　費 11,554,860 17.5 10,717,850 10,526,290 29.8 

 利子割交付金 83,935 0.1 83,935 0.2  うち職員給 7,092,178 10.7 6,393,659 - -

 配当割交付金 41,879 0.1 41,879 0.1  扶　助　費 10,343,583 15.7 3,054,291 3,047,452 8.6 

 株式等譲渡所得割交付金 10,277 10,277  公　債　費 6,821,968 10.3 6,505,145 6,503,128 18.4 

 地方消費税交付金 1,447,076 2.1 1,447,076 4.1 内  元利償還金 6,818,533 10.3 6,501,710 6,499,693 18.4 

 ゴルフ場利用税交付金 69,984 0.1 69,984 0.2 訳  一時借入金利子 3,435 3,435 3,435 

 特別地方消費税交付金 （義務的経費計） 28,720,411 43.5 20,277,286 20,076,870 56.8 

 自動車取得税交付金 130,630 0.2 130,630 0.4  物　件　費 7,970,670 12.1 5,824,745 5,064,502 14.3 

 地方特例交付金 229,728 0.3 229,728 0.7  維持補修費 512,214 0.8 382,371 374,614 1.1 

 地方交付税 8,395,111 12.2 7,278,775 20.6  補助費等 8,158,634 12.3 6,053,977 4,829,638 13.7 

 　　普通 7,278,775 10.6 7,278,775 20.6 1,453,573 2.2 1,366,953 1,336,168 3.8 

 　　特別 1,116,333 1.6  繰　出　金 4,753,352 7.2 4,023,353 3,566,527 10.1 

 　　震災復興特別 3  積　立　金 4,661,870 7.1 3,354,406 

　　 （ 小  計 ） 37,448,843 54.4 35,161,751 99.5  投資及び出資金・貸付金 2,636,639 4.0 662,128 

27,104 27,104 0.1  前年度繰上充用金  経常一般財源計

 分担金・負担金 301,362 0.4  投資的経費 8,652,442 13.1 2,014,090 

 使用料 1,344,846 2.0 89,521 0.3 うち人件費 366,903 0.6 348,633 

 手数料 185,408 0.3  普通建設事業費 8,195,870 12.4 1,710,503  経常収支比率

 国庫支出金 7,283,724 10.6  補助事業費 2,968,840 4.5 144,747    96.0％

 単独事業費 4,199,916 6.4 1,498,037 

 都道府県支出金 4,030,356 5.9  そ  の  他 1,027,114 1.6 67,719 

 財産収入 248,565 0.4 50,313 0.1  災害復旧事業費 456,572 0.7 303,587    87.9％

 寄附金 21,493  失業対策事業費  税等総額

 繰入金 1,329,381 1.9  歳　出　合　計 66,066,232 100.0 42,592,356 

 繰越金 2,653,896 3.9 

 諸収入 2,793,309 4.1 3,337 

 地方債 11,133,594 16.2 

うち臨時財政対策債 3,229,094 4.7 

　　　歳　入　合　計 68,801,881 100.0 35,332,026 100.0 

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税  　目　　　　的　　　　別　　　　歳　　　　出

決 算 額 構成比(％) 増減率(％) 基準*100/75
Ｋのうち普通 Ｋの充当

 個人均等割 208,829 0.8 △0.4 決算額Ｋ 構成比(％)
建設事業費 一般財源等

 市町村  所得割 6,958,396 26.3 △2.9 507,624 0.8 507,599 

 民　税  法人均等割 488,772 1.9 △0.6 12,359,583 18.7 47,610 8,540,126 

 法人税割 2,018,065 7.6 28.1 18,147,888 27.5 199,407 9,113,586 

 固定資産税 14,235,750 53.9 △2.7 13,861,903 5,305,566 8.0 276,280 4,627,113 

14,129,124 53.5 △2.7 335,095 0.5 54,178 

 軽自動車税 285,398 1.1 1.2 284,935 1,432,396 2.2 612,388 914,782 

 市町村たばこ税 1,039,160 3.9 14.2 824,329 1,816,529 2.7 22,032 843,464 

 鉱　産　税 9,623,851 14.6 5,054,920 4,510,814 

 特別土地保有税 2,239,757 3.4 169,925 2,088,126 

 　小　　　　計 25,234,370 95.6 △0.1 23,878,944 7,019,403 10.6 1,813,308 4,583,836 

 法定外普通税 456,572 0.7 303,587 

 旧法による税 6,821,968 10.3 6,505,145 

 目　的　税 1,173,787 4.4 △1.8 

 入湯税 3,031 2.1 

内  事業所税

訳  都市計画税 1,170,756 4.4 △1.8 

 水利地益税等

 　合　　　　計 26,408,157 100.0 △0.2 23,878,944 　　　合　　　　計 66,066,232 100.0 8,195,870 42,592,356 

適　　用　　税　　率　　の　　状　　況 徴 　　　 区　　　分 現年課税分 滞納繰越分 合　　計

均等割 3,000円 　　50,000円 1.4% 収  　市　町　村　民　税 98.3% 18.0% 92.5% 

個人分 標準税率  3,000,000円 0.2% 率  　純 固 定 資 産 税 99.0% 22.4% 95.0% 

 民　税 適　　用 法人税割 14.7% (％)      市  税　合　計 98.7% 20.2% 94.3% 

 経常経費充当一般財源計

45,328,005千円

内
　
　
訳

35,332,026千円

  注）普通建設事業費の「その他」は、国直轄事業負担金及び県営事業負担金の合計である。

農 林 水 産 業 費

332,165 

332,165 

Ⅲ－１

消 防 費

教 育 費

衛 生 費

労 働 費

特 別 区 調 整 納 付 金

33,912,151千円

議 会 費

総 務 費

民 生 費

減収補てん債及び臨時
財政対策債を経常一般
財源に加えた経常収支比
率

 超過課税分
　　　区　　　　分

332,165 
984,597 

前 年 度 繰 上 充 用 金

7,923,180 

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

商 工 費

土 木 費

 国有提供施設等助成交付金

 交通安全特別対策交付金

　 　　区　　　　分

法人分
所得割

 市町村

うち純固定資産税

うち減収補てん債特例分

経常収支比
率（％）

除く臨財債・減収
補てん債

一部事務組合負担金

純固定資産税

 都市計画税
均等割

Ｈ２３　周南市


